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武蔵水路の概要

①「東京砂漠」と言われた首都圏の深刻な水不足の解消のため、利根川上流ダム群で開発された都市用水

を東京都及び埼玉県へ導水することを目的として、昭和３９年から４２年にかけてつくられました。

②埼玉県行田市及び鴻巣市の２市にまたがる延長約１４．５㎞の開水路です。

③各関係者の多大な協力と真摯な努力により、工事着手１年後の昭和４０年には暫定的に一部導水可能と

なり、以後都市用水を送り続けて４５年が経過しています。

④荒川水系の水質改善に資するために、浄化用水を昭和４３年から送り続けています。
⑤武蔵水路完成後は、洪水時において周辺地域の内水排除（浸水被害の軽減）を行っています。

①「東京砂漠」と言われた首都圏の深刻な水不足の解消のため、利根川上流ダム群で開発された都市用水

を東京都及び埼玉県へ導水することを目的として、昭和３９年から４２年にかけてつくられました。

②埼玉県行田市及び鴻巣市の２市にまたがる延長約１４．５㎞の開水路です。

③各関係者の多大な協力と真摯な努力により、工事着手１年後の昭和４０年には暫定的に一部導水可能と

なり、以後都市用水を送り続けて４５年が経過しています。

④荒川水系の水質改善に資するために、浄化用水を昭和４３年から送り続けています。
⑤武蔵水路完成後は、洪水時において周辺地域の内水排除（浸水被害の軽減）を行っています。
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武蔵水路改築事業の目的１．事業の概要

－２－

全体事業

都市用水治 水 (内水排除等）

利 水河川（公共）

浄化用水 利根大堰から取水して武蔵水路を流
下させ、都市用水最大35.054m3/sを
荒川に導水します。(耐震性の確保）

東京都
水道用水 30.274   m3/s
工業用水 0.980   m3/s

埼玉県
水道用水 2.700   m3/s
工業用水 1.100   m3/s

荒川水系の水質改善
に資するため、浄化用水
として最大8.146m3/s
を荒川に導水します。

星川、野通川、忍川及び
元荒川流域の内水排除（洪
水被害の軽減）を行います。
開水路断面及び排水機場
は最大50m3/sの能力とし、
荒川へ安全に流下・排水さ
せます

武蔵水路を改築することによって、新たに水路周辺の内水排除
機能の確保・強化を図るとともに、荒川水系の水質改善を図る。

武蔵水路を改築することによって、
低下した武蔵水路の機能を回復させ、
都市用水の安定的な供給を確保する。

改築事業の範囲 諸 元
位 置 ： 埼玉県行田市須加地先～埼玉県鴻巣市糠田地先
水 路 形 式 ： ２連鉄筋コンクリートフルーム水路
延 長 ： 約１４．５ｋｍ
最大導水量 ： ５０m3/s
総 事 業 費 ： 約７００億円
主な改築施設 サイホン６カ所

流入施設９カ所
樋管２カ所
荒川合流施設
糠田排水機場



武蔵水路を通じて、荒川へ導水された水は、東京都の朝霞浄水場や、埼
玉県の大久保浄水場と吉見浄水場で取水され、東京都及び埼玉県の約
1,300万人の生活と、都市活動を支える重要なライフラインとしての役割
を果たすため、常時通水を行っています。

武蔵水路の概要（都市用水の供給）

都市用水供給中の武蔵水路

武蔵水路による都市用水の供給

※供給区域は平成22年3月末時点のものである。
※供給区域人口は平成22年3月末時点の供給区域における行政区域内人口
の総計としている。
※東京都の供給区域については、朝霞、三園、東村山の各浄水場から供給を
受けている区域（行政区域単位）としている。
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約２５％

約５０％

武蔵水路からの導水量
が水利権に占める割合

２０市８町埼玉県
約１３００万人

１８区１８市東京都

供給区域人口供給区域
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利根川から取水した水を、浄化用水として武蔵水路・新河岸川を通じて隅田川に
注水し、水質改善をはかっています。
なお、河川浄化用水に係る操作等は、下流の既得水利に支障を与えない範囲内
で利根川から取水し、荒川に導水するよう行うものとされています。

武蔵水路の概要（浄化用水の導水）

－４－

昭和３０年代、隅田川は工場排水や生活排水による汚
染によって「死の川」と呼ばれ、大きな社会問題になって
いました。

この当時、急激に増加した首都圏の水需要を満たすため
に、利根川と荒川を「武蔵水路」で結び利根川の水を荒川
へ導水し取水することが計画され、同時に隅田川へも導
水して隅田川の水質浄化をおこなうことが立案されました。

隅田川の水質悪化に苦しむ人々（出典：東京都パンフレット）
浄化用水

新河岸川

武蔵水路を通じた利根川からの導水

隅田川（新河岸川）への注水
（埼玉県志木市・朝霞市）

利根大堰

秋ヶ瀬取水堰

利根川

荒 川

新河岸川

朝霞浄水場(東京都）

朝霞水路

利根川からの浄化用水の流れ

武蔵水路

隅田川

１．事業の概要

比較的水質の良
好な浄化用水を
注水することで新
河岸川を希釈し
ています。



利根大堰利根大堰

↑↑
利
根
川

利
根
川

糠田排水機場

糠田樋管

旧忍川旧忍川
放流口放流口

川面水門川面水門

佐間水門佐間水門

堤根放流口堤根放流口
八号放流口八号放流口

長野落長野落
放流口放流口

荒川注水工

↑↑
忍
川
忍
川

↑↑
元
荒
川

元
荒
川

↑↑
荒荒
川川

↑↑
星
川
星
川

水門・水門・放流放流口から内水を口から内水を受受けけ入入れれ

武蔵水路→

取水停止取水停止

武蔵水路の概要（内水排除）

昭和４１年の台風による浸水被害を契機に、昭和４４年に埼玉県と内水排除の協定を
締結し、都市用水の導水に影響のない範囲で、県からの要請により２水門・４放流口
から武蔵水路内に内水を受け入れ、荒川に排水をして、周辺地域の浸水被害の軽減
を図っています。
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－５－
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昭和37年 8月 利根川水系における水資源開発基本計画閣議決定
（利根導水路建設事業はS38.3に掲上）

昭和39年 1月 武蔵水路建設工事着手
東京都大渇水（7～10月）、東京オリンピック（10月）

昭和40年 見沼代用水路改修工事着手（1月）、武蔵水路緊急導水開始（3月）
昭和42年 3月 武蔵水路建設工事完了
昭和44年 7月 武蔵水路による周辺地区の排水に関する協定
平成06年 1月 利根川水系及び荒川水系における水資源開発基本計画の一部変更で

武蔵水路改築事業を掲上
平成10年10月 「関東地方建設局事業評価監視委員会」開催

<事業継続方針を了承>
平成12年 7月 中川・綾瀬川総合治水計画が変更
平成15年12月 「関東地方整備局事業評価監視委員会」開催

<事業継続方針を了承>
平成20年 6月 「武蔵水路改築事業評価委員会」(都市用水)開催

<事業継続方針を了承>
平成20年 7月 利根川水系及び荒川水系における水資源開発基本計画の全部変更
平成20年 8月 「関東地方整備局事業評価監視委員会」開催

<事業継続方針を了承>
平成21年 8月 武蔵水路改築事業に関する事業実施計画の認可
平成22年 8月 武蔵水路改築工事着手
平成23年 7月 「関東地方整備局事業評価監視委員会」開催

事業の経緯

－６－

２．事業を巡る社会経済情勢等の変化



－７－

都市用水の状況２．事業を巡る社会経済情勢等の変化

東京都 埼玉県
出典：事業概要（平成22年版） 東京都水道局 出典：埼玉県の水道(平成22年度版) 埼玉県保健医療部

※なお、武蔵水路改築事業の都市用水供給事業に係わる事業評価を平成２０年に
実施しており、事業を実施することは適切であるとの評価結果を得ています。
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東京湾 太平洋

多摩川
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利根川・江戸川・荒川等大きな川に囲まれた地形

流域の特徴と市街化の変遷
○武蔵水路が位置する中川・綾瀬川流域は、周辺の大きな河川(利根川、江戸川、荒川)よりも低い
鍋底型の低平地で水が溜まりやすい地形ですが、その一方で市街化が進んでいます。

○武蔵水路周辺は中川・綾瀬川流域の元荒川流域に属し、元荒川流域内人口約４１万人（H１７)、
流域内資産額約７．３兆円に及んでいます。

【元荒川流域諸元】
●流域面積 ： 約218km2

●幹線流域延長 ： 元荒川 約６０km
星 川 約３３km

●幹川流路勾配 ： 元荒川 1/1,100～3,500
(現況） 星 川 1/1,500～3,000
●流域市町村：

中川・綾瀬川流域の市街化の変遷

( )内は元荒川流域の市街化率
熊谷市、行田市、羽生市、加須市、鴻巣市、久喜市、
北本市、桶川市、蓮田市、さいたま市、越谷市、白岡町

中川・綾瀬川流域

中川

綾瀬川

武蔵水路

元荒川流域

２．事業を巡る社会経済情勢等の変化

5％ 26％ 39％ 50％

昭和３０年 昭和５０年 平成２年 平成１７年

（３％） （３３％）（２０％） （４５％）
52％

平成２２年

（４４％）



武蔵水路暫定通水開始直後の昭和４１年６月台風４号
の被害では、床上・床下浸水計4,044戸の被害が発生

－９－

浸水被害

これを受け、昭和４６年４月以降、武蔵水路に忍川と元
荒川の内水を７０回取り込んでいる。しかしながら、昭
和４６年から平成２２年までに、行田市で合計３８回、累
計1,000戸以上の床上・床下浸水被害が生じている。

排水および通水機能の強化が必要

平成８年９月台風１７号（行田市長野）平成８年９月台風１７号（行田市長野） 平成１６年８月集中豪雨（行田市工業団地）平成１６年８月集中豪雨（行田市工業団地）

昭和４６年４月以降、武蔵水路に忍川と元荒川の内水を取り込んでいますが、
平成２２年までに行田市で合計３８回、累計1,000戸以上の床上・床下浸水被害
が生じており、武蔵水路の治水機能の強化が必要となっています。

２．事業を巡る社会経済情勢等の変化

武蔵水路　内水排除実績
（昭和46年～平成22年　70回）
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浄化用水の流れ

隅田川の水質の経緯(BOD)
昭和30年代頃に比べて利根導水
事業による浄化用水の導水及び下
水道の普及等により環境基準値程
度に改善されています。

－１０－

荒川水系の水質浄化

　利根川

　荒川

　新河岸川　　　　　　　　　　隅田川

利根大堰

秋ヶ瀬取水堰

武蔵水路

朝霞水路 岩淵水門

栗橋地点

小台橋

近年、隅田川への河川浄化用水の導水効果として、
基準地点のBODで環境基準値５mg/L程度まで改善さ
れてきています。
これらの実績から、荒川水系の水質を現状通り維持
するためには、武蔵水路によって引き続き利根川から
浄化用水（最大約８m3/s）を導水することが必要となっ
ています。
なお、河川浄化用水に係る操作等は、下流の既得水
利に支障を与えない範囲内で利根川から取水し、荒川
に導水するよう行うものとされています。

２．事業を巡る社会経済情勢等の変化
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注）昭和40年～昭和42年の間は武蔵水路が未完成であったため、荒川の水を取り込んでい

利根川からの浄化用水導水量と隅田川（小台橋地点）のBOD推移
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武蔵水路の老朽化

－１１－

壁面コンクリートの剥離状況 基礎の浮き上がり状況

昭和４６年に完成後４０年経過し、老朽化が著しくなっています。

糠田排水機場の老朽化状況

約 1０cm

首都圏を支えるライフラインとして長期の導水停止ができないため、大規模な施設
補修ができず、老朽化による水路の損壊、導水停止の危険性が増大しています。

２．事業を巡る社会経済情勢等の変化

水路の損傷状況の増加
（総パネル数9,834枚）



武蔵水路の老朽化２．事業を巡る社会経済情勢等の変化

段 差 欠 損・クラック 漏 水

欠損の状況（No2+70右岸側） 漏水の状況（No98付近右岸側）

施設の損傷が増加

段差の状況（No132付近左岸側）

約９ｃｍ

－１２－
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－１３－

通水能力の低下

水路天端の不同沈下の状況
（No.92：行田市堤根付近）

武蔵水路【【通水能力低下の要因通水能力低下の要因】】

・不同沈下による通水断面の減少や縦断勾配の不陸

・局部的な変形による通水阻害

・コンクリートライニング表面の劣化

距離No.

不同沈下や水路の劣化により、安全に流下させることができる能力が、建設時の
５０m3/sから約３７m3/sに低下しています。

２．事業を巡る社会経済情勢等の変化

糠田地区の沈下量
（最大沈下地点）
平成２年 ７１cm

↓
平成１５年 ７６cm



武蔵水路改築事業の目的（水路施設）３．事業の目的

－１４－

断面 43.2m3/s

断面 50.0m3/s

現況断面 50.0m3/s

1:
1.
51:1.5

16700

3
0
5
0

1:
1.
51:1.5

14950

3
3
0
0

1:
1.
5

県　道

1:1.5

12050

3
4
0
0

最大
35.054
m3/s

都市
用水治水

浄化
用水

15m3/s

43.2m3/s

50m3/s

コンクリートライニング水路

2連鉄筋コンクリートフルーム水路

2連鉄筋コンクリートフルーム水路

8.146
m3/s

50.0m3/s

40m3/s

改築断面

◆水路断面の考え方
都市用水の必要導水量（約３５m3/s）、浄化用水の必要導水量（約８m3/s）、内水排除受入量（５０m3/s）から
設定し、今後の維持管理等を考慮して片側通水可能な２連の水路とした。

◆水路の構造等
現 況 ： 薄いコンクリートライニング水路の三面張りであり、常時、都市用水を通水する必要があることから、

メンテナンスが困難
改築後 ： 不同沈下対策を行った２連鉄筋コンクリートフルーム水路に改築することにより、メンテナンスが容易

元荒川流域

忍川流域

大分水工

利根川 →

糠田樋管

荒 川 →

P

糠田排水機場

野通川流域

星川流域

利
根
大
堰

武
蔵
水
路

↓

地盤改良（軟弱地盤箇所）



武蔵水路改築事業の目的（治水機能）

－１５－改 築 前 改 築 後

武蔵水路の運用の中

で内水排除を実施

（最大４０m3/s）

↓

しかしながら、浸水被

害はたびたび発生

内水排除を武蔵水

路の事業目的に正

式に位置づける

（最大５０m3/s）

↓

治水機能の強化

◆内水排除機能を確保
埼玉県との「武蔵水路による周辺地区の排水に関する協定（S44 .7）」による内水排除を
正式に事業の目的に位置付け

◆内水排除機能を強化
糠田排水機場の能力を４０m3/s→５０m3/sに機能をアップ

10

元荒川流域

忍川流域

25

大分水工

利根川 →

糠田樋管

荒 川 →

P

糠田排水機場

野通川流域

50

星川流域

15

利
根
大
堰

武
蔵
水
路

↓

10

0

(単位 ：m 3/s)

注 ） 
     
     
考
     

３．事業の目的



４．事業の進捗状況

－１６－

施工状況

武蔵水路武蔵水路上流部上流部
改築工事改築工事

武蔵水路武蔵水路中流部中流部改築工事改築工事 武蔵水路武蔵水路下流部下流部
改築工事改築工事

仮設工事仮設工事
（（99月月--1111月）月）

本体工事本体工事
（（1212月月--55月）月）

整備工事整備工事
（（66月月--88月）月）

①鋼矢板打込み

②一次仮廻し

③二次仮廻し

④開水路本体一次施工

⑤三次仮廻し

⑥開水路本体二次施工

⑦開水路本体完成

⑧周辺施設等の整備

水路改築施工方法
都市用水の少ない12－5月の施工

改築前
種　　別 平成24年度 平成25年度 平成28年度平成26年度 平成27年度平成21年度 平成22年度 平成23年度

管 理 設 備

武 蔵 水 路 改 築

糠田排水機場改築

法 手 続

上流部改築工事

中流部改築工事

下流部改築工事

事業実施計画の認可（H21.8）
改築工事開始の公示（H21.9） 平

成
２
８
年
３
月
改
築
事
業
完
了



糠田排水機場ポンプ見直し・更新台数縮小によるコスト縮減

原動機

減速機搭載型

軸斜流ポンプ

発電機

原動機

速機搭載型

斜流ポンプ

発電機

更新６台(7.5m3/s×2台、5.0m3/s×3台、
10m3/s×1台）+追加１台(10m3/s）

３種類：全７台

更新５台(7.5m3/s×4台、10m3/s×1台）
+追加１台(10m3/s）

２種類：全６台

50m3/s 50m3/s
7.5m3/s 7.5m3/s

5.0m3/s 5.0m3/s 5.0m3/s

10.0m3/s 10.0m3/s

7.5m3/s 7.5m3/s

10.0m3/s 10.0m3/s

7.5m3/s 7.5m3/s

管
理
ス
ペ
ー
ス

当初設計 実施設計

【コスト縮減例】

糠田排水機場のポンプの規格及び組み合わせを見直し、更新台数を縮小することによりコスト縮減を図る。

【縮 減 額】： 約６８百万円

○今後も引き続き、 コスト縮減に取り組む等、事業監理の充実と透明化に努めます。

５．コスト縮減のための工夫

－１７－

更新 ６台 追加１台 更新 ５台 追加１台

現況の糠田排水機場

追加ポンプ設置スペース追加ポンプ設置スペース
管理スペース ：
ポンプのメンテナンス等を行う際に必要となるスペース



治水対策に係る
便益（Ｂ）の算定

内水対策による
年平均被害軽減
期待額として算定

河川に関する総便益（Ｂ） 河川に関する総費用（Ｃ）

Ｂ／Ｃ（河川）の算出

－１８－

浄化用水に係る
便益（Ｂ）の算定

浄化用水の効果を
ＣＶＭにより算定

河川に係る
費用（Ｃ）の算定

河川（治水対策
及び浄化用水）
が負担する費用
相当分として算定

◆河川に関する総便益（Ｂ）
河川に関する総便益として、治水対策及び浄化用水に係る便益を計上
◆河川に関する総費用（Ｃ）
河川に関する総費用として、治水対策及び浄化用水に係る総建設費と維持管理費を計上

残存価値に係る
便益（Ｂ）の算定

水路改築後の施設
価値として算定

６．費用対効果の分析



６．費用対効果の分析（治水）

想定氾濫区域の設定

想定被害額の算出

年平均被害軽減期待額

総便益（B）の算出

便益（B）

総費用（C）の算出

総費用（C）

費用対効果（B/C）の算出

総事業費（建設費）の算出

維持管理費の算出

残存価値の算出

●氾濫計算
計画規模の洪水及び発生確率が異なる洪水
規模で各氾濫ブロックごとに氾濫計算を実施
・整備期間 ： 平成4年から平成27年(24年）
・河道条件等 ： 総合治水計画完成河道

武蔵水路改築前・改築後
・対象波形 ： 昭和33年9月洪水
・対象規模 ： 1/1、1/2、1/5、1/10(4ｹｰｽ)

流量規模別に各氾濫ブロックごとの被害額を
算出
●直接被害
・一般資産被害(家屋、家庭用品、

事業所資産等）
・農作物被害
・公共土木施設被害
●間接被害
・営業停止損失
・家庭における応急対策費用
・事業所における応急対策費用

●被害軽減額
事業を実施しない場合（without)と事業を実施
した場合(with)の差分

●年平均被害軽減期待額
被害軽減額に洪水の生起確立を乗じた流量規
模別年平均被害額を累計することにより算出

事業期間に加え、事業完了後50年間を評価対
象期間として、年平均被害軽減期待額に残存
価値を加えて総便益（Ｂ） とする

※便益は年4％の社会的割引率を考慮して現
存価値化している。

事業費の算出は、事業着手時から現在
までの実績事業費と現在から完成まで
の残事業費を合算して総事業費を算出

維持管理費は、毎年定常的に支出される
維持管理費用とポンプの運転経費や10
年毎等定期的に支出される設備交換費
等の50年間の費用を算出

－１９－

※事業費は年4％の社会的割引率を考慮
して現存価値化している。



６．費用対効果の分析（治水）

・資産データ ： 平成17年度国勢調査、平成18年度事業・企業統計調査、平成18年度国土数値情報センター、
平成12年度(財)日本建設情報総合センター

－２０－

算出方法と根拠(治水経済調査マニュアル(案)より) 対象区域

家屋 被害額＝(延床面積)×(評価額)×(浸水深に応じた被害率)

家庭用品 被害額＝(世帯数)×(評価額)×(浸水深に応じた被害率)

事業所償却・在庫資産 被害額＝(従業者数)×(評価額)×(浸水深に応じた被害率)

農漁家償却・在庫資産 被害額＝(農漁家世帯数)×(評価額)×(浸水深に応じた被害率)

被害額＝(農作物資産額)×(浸水深及び浸水日数に応じた被害率)

被害額＝(一般資産被害額)×(一般資産被害額に対する被害比率)

被害額＝(従業者数)×((浸水深に応じた営業停止日数＋停滞日数)／2×(付加価値額)

家庭における応急対策費用
(清掃労働対価)

清掃労働単価＝(世帯数)×(労働対価評価額)×(浸水深に応じた清掃延日数)

家庭における応急対策費用
(代替活動等に伴う支出増)

代替活動等に伴う支出増＝(世帯数)×(浸水深に応じた代替活動等支出負担単価)

事業所における応急対策費用 事業所における応急対策費用＝(事業所数)×(浸水深に応じた代替活動等支出負担単価)

被害項目

一
般
資
産
被
害

農作物被害

公共土木施設等被害

直
接
被
害

洪水流の氾濫
区域に適用

洪水流の氾濫
区域に適用

応
急
対
策
費
用

間
接
被
害

営業停止損失



６．費用対効果の分析（浄化用水）

支払賛同率曲線から、支払意思額（ＷＴＰ）の
平均値を推定

インターネットによるＣＶＭ本調査
（集計範囲）

集計範囲を設定

浄化用水に係る便益（Ｂ）の算定

年便益＝ＷＴＰ×１２ヶ月×世帯数×賛同率

評価対象期間 ： 事業期間+５０年間

現在価値化の基準年 ： 評価時点（Ｈ２３）

社会的割引率 ： ４％

浄化用水に係る便益
（ＣＶＭ）

－２１－
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６．費用対効果の分析（浄化用水）

ＣＶＭによる受益範囲の決定

調査の結果、河川の認知度及び事業賛同率は、距離による変化が見られない。よって、良
好な水環境を維持・向上することが直接体感のできる利用者の来訪圏及び事業の認知率
から判断し、事業の効果が及んでいると考えられる２ｋｍ圏内を「便益の集計範囲」として
設定した。

－２２－

↓ 武蔵水路位置図
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距離による河川の認知度と
賛同率の変化は見られない

河川の認知度と賛同率

事業認知度

← 隅田川と２ｋｍ圏内の

便益集計範囲

２ｋｍを超えると事業認知度が低下

２ｋｍ圏内を
便益集計範囲として設定

利用度

3～4km
12%

8～9km
1%

6～7km
2%

4～5km
3%

5～6km
3%

2～3km
12%

1～2km
24%

１km以内
40%

9～10km
2%

7～8km
1%

2km圏内の利用者が全体の約６５％

変化点



６．費用対効果の分析（浄化用水）

水環境

評価時点 Ｈ２３

評価期間 平成２８年から５０年間

集計範囲 事業認知度及び河川利用率の高い２ｋｍ圏

集計対象
回収数 ４１０ 票

有効回答数 ２９４ 票（ 71.7 ％）

支払意思額（ＷＴＰ） ３９５ 円／世帯／月（平均値）

◆総便益（Ｂ）

○隅田川に接する特別区住民を対象としたＣＶＭアンケートにより支払意思額（ＷＴＰ）を把握

○ＷＴＰから年便益を求め、評価期間を考慮し、残存価値を付加して、総便益を算定

－２３－



－２４－

６．費用対効果の分析
●武蔵水路改築事業に関する全体事業費

５００億円２００億円７００億円

残事業費Ｈ４～Ｈ２３までの実施額全体事業費

●武蔵水路改築事業(治水）に関する総便益（Ｂ）

１，７１９億円③総便益（①＋②）

１５億円②残存価値（治水分）

１，７０４億円①被害軽減効果

治水事業に対する総便益（Ｂ）

・氾濫区域における家屋、農作物等に想定される被害に対して、年平均被害軽減期待額を

「治水経済調査マニュアル（案）」に基づき計上

・治水施設を現況の40m3/s（暫定的運用）から50m3/sの効果に改築した場合の年平均被

害軽減期待額を算出

・残存価値は、河道による方法で算出した全体残存価値対して、治水分に係る費用負担率

（３４．７％）を乗じて計上

●武蔵水路改築事業(河川）に関する総費用（Ｃ）

・アンケート結果による支払意思額に受益世帯数を乗じ、年便益を算出
・年便益に評価期間（５０年）を考慮し浄化用水便益を算定。
・残存価値は、河道による方法で算出した全体残存価値対して、浄化用水分に係る費用負
担率（１２．４％）を乗じて計上

●武蔵水路改築事業(浄化用水）に関する総便益（Ｂ）

３５７億円⑨総費用（⑦＋⑧）

２８億円⑧維持管理費（河川分）

３２９億円⑦建設費（河川分）

河川事業に対する総費用（Ｃ）

・総事業費700億円に対して、河川分に係る建設費及び維持管理費を計上
・河川分に係る費用負担率 ４７．１％
・総費用に、現水路の残存価値を含んでいる。

※ 社会的割引率（年４％）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い算定。

４６６億円⑥総便益（④＋⑤）

５億円⑤残存価値（浄化用水分）

４６１億円④浄化用水便益

浄化用水事業に対する総便益（Ｂ）

※ 社会的割引率（年４％）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い算定。



－２５－

６．費用対効果の分析

●武蔵水路改築事業（河川）の費用便益比（Ｂ／Ｃ）算定結果

浄化用水に係わる便益

・浄化用水（8.146m3/s）の通水効果と同等の効果 を有す
る河川直接浄化施設の費用（建設費＋維持管理費50年）
を社会的割引率（4%）を用 いて現在価値化して算定。

Ｂ＝２３４億円

●前回（H20）と今回のＢ／Ｃ算定のちがい

※ 河川 ＝ 治水事業＋浄化用水事業

前回

Ｂ／Ｃ ＝
建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計

便益の現在価値化の合計（治水＋浄化用水）＋残存価値（治水＋浄化用水）

＝
３５７億円

２，１８５億円

＝ ６．１（全体事業：Ｈ４～Ｈ２７） 前回Ｂ／Ｃ ＝ ５．６（全体事業：Ｈ４～Ｈ２７）

浄化用水に係わる便益

・ＣＶＭ調査により算定し、50年間の便益を社会的割引率
（4%）を用 いて現在価値化して算定。

受益世帯数 ： 529,360
支払い意思額 ： 395円／世帯／月

Ｂ＝４６６億円

今回

８．９残事業

６．１全体事業

河川費用便益比（Ｂ／Ｃ）



－２６－

６．費用対効果の分析

●武蔵水路改築事業（河川）のＢ／Ｃ感度分析結果
※ 河川＝ 治水事業＋浄化用水事業

－10%

＋10%

－10%

＋10%

－10%

＋10%

基本 ６．１全体事業

６．７
資産

残工期が4年のため感度分析を行っていない－
残工期

５．８
残事業費

５．５

残工期が4年のため感度分析を行っていない－

６．５

備考Ｂ／Ｃ

－10%

＋10%

－10%

＋10%

－10%

＋10%

基本 ８．９残事業

９．８
資産

残工期が4年のため感度分析を行っていない－
残工期

８．２
残事業費

８．１

残工期が4年のため感度分析を行っていない－

９．８

備考Ｂ／Ｃ

全体事業

残事業

残事業費：残事業費の各年度の額を±１０％変動させる。維持管理費の変動は行わない。

残工期 ：残工期の±１０％を少数第一位で四捨五入し残工期に加・減算する。

資産 ：一般資産被害額、農作物被害額、公共土木等被害額、浄化便益を±１０％変動させる。



○昭和４３年からの導水により、都市用水の総導水量は約４００億m3に達しています。
○武蔵水路の改築により、東京都と埼玉県の約１，３００万人の生活と都市活動を支える重要な
ライフラインとして、今後も常に安定した導水を行っていきます。

－２７－

６．費用対効果の分析（都市用水の投資効果）

武蔵水路による都市用水の供給

埼玉県

東京都

約２５％

約５０％

武蔵水路からの導水量
が水利権に占める割合

２０市８町埼玉県
約１３００万人

１８区１８市東京都

供給区域人口供給区域

武蔵水路改築事業完成後のイメージ

（愛知用水の例）

※供給区域は平成20年3月末時点のものである。
※供給区域人口は平成20年3月末時点の供給区域における行政区域内人口
の総計としている。
※東京都の供給区域については、朝霞、三園、東村山の各浄水場から供給を
受けている区域（行政区域単位）としている。
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－２８－

６．費用対効果の分析（治水の投資効果）

◆武蔵水路改築後の効果
元荒川流域全体で浸水面積は約１０％、浸水戸数は約６５％減少させることができます。
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－２９－

○隅田川水質基準値であるＢＯＤ５ｍｇ/ｌを満足できるように武蔵水路から荒川に導水を実施しています。
○導水前・停止・導水再開後の隅田川（小台橋地点）のBODを測定した結果、導水停止中はBODが上昇する
結果が得られました。
○武蔵水路を改築し、引き続き浄化用水の導水をおこなうことで、隅田川における水質の維持を図ります。
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日

BOD：5mg/l

導水停止期間

導水地点下流の小台橋地点では、浄化用水を停止
するとBOD値が上昇する傾向が確認できます。

導水地点上流の新宮戸橋地点では、
BOD値に大きな変化が見られません。

導水停止による小台橋地点のBODの変化

６．費用対効果の分析（浄化用水の投資効果）

○浄化用水を導水することで、荒川水系隅田川の小台橋地点は現状でＢＯＤ５ｍｇ/ｌ
を概ね満足できています。
○隅田川周辺の下水道普及率は平成６年に１００％となっています。
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BOD（mg/㍑） 浄化用水導水量（億m3）

浄化用水導水量（億m3）

BOD（mg/㍑）
（小台橋地点の年度平均

年平成昭和

利根川からの浄化用水導水量と隅田川（小台橋地点）のBOD推移

環境基準値
E類型：10mg/L以下、D類型：8mg/L以下、C類型：5mg/L以下

浄化用水の導水開始

注）昭和40年～昭和42年の間は武蔵水路が未完成であったため、荒川の水を取り込んでい



・再評価における都県の意見は以下の通りです。

武蔵水路周辺地域は、都市化が進展していることか
ら、雨水流出量の増大による水害の危険性が高い地域
です。

武蔵水路は内水排除の役割を担っており、周辺地域
の浸水被害軽減のためには必要不可欠な施設であり
ます。

内水排除機能の強化が図られる武蔵水路改築事業
は継続が必要です。

なお、事業の実施にあたっては、引き続きコスト縮減
に留意し、効率的効果的な整備をお願いします。

埼玉県

隅田川では、かつてのにぎわいを取り戻し「水の都」
東京を再生させるための取組を行っており、今後も良好
な水環境を維持向上することが必要である。隅田川の
水質改善に寄与する本事業については、コスト縮減や
工期の短縮を十分に行いながら事業を継続していただ
きたい。

東京都

再評価における意見都道府県・政令市

７．再評価における都県への意見聴取

－３０－



①事業の必要性等に関する視点（事業の投資効果）
○地盤沈下に伴い武蔵水路の通水能力が低下しているうえ、施設の老朽化により水路損壊等の危険性が
増しています。
○武蔵水路周辺の浸水被害が頻発しており、治水機能の強化が急務となっています。
○荒川水系の水質を現状通り維持するためには、引き続き利根川からの浄化用水の導水が必要となって
います。
○震災時のライフライン確保のため、耐震性の強化が必要とされています。

＜事業の投資効果＞

－３１－

８．今後の対応方針（原案）

②事業の進捗状況・事業の進捗の見込みの視点
○平成２０年７月４日に利根川水系及び荒川水系における水資源開発基本計画の変更が閣議決定され、この
中で武蔵水路改築事業が改めて位置づけられました。
○平成２１年８月１１日に事業実施計画の認可を得て平成２２年８月より改築工事に着手しました（一部区間を
除き工事発注済み）。
○平成２７年度の事業完了を目指して事業の進捗を図ります。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
○糠田排水機場のポンプの規格等の見直しによるコスト縮減のほかにも、引き続き、コスト縮減に取り組む等、
事業監理の充実と透明化に努めます。

３５７２，１８５６．１武蔵水路改築事業

Ｃ（億円）Ｂ（億円）Ｂ／Ｃ平成２３年度評価時

以上より、「武蔵水路改築事業」は、前回の再評価時以降も、事業の必要性は変

わっておらず、費用対効果分析により、投資効果も確認できることから、平成２７

年度の事業完成に向けて、「事業を継続」することが妥当と考えます。

●再評価の視点


